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基
金
残
高
の
推
移

　

令
和
５
年
度
の
基
金
残
高

は
、
前
年
度
か
ら
約
１・
８
億

円
減
少
し
、
約
９２
・
６
億
円
と

な
り
ま
し
た
。

　
主
に
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
の
影
響
に
よ
る
物
価
高

騰
対
策
な
ど
に
対
し
各
種
基
金

を
活
用
し
ま
し
た
。

　
な
お
、
復
興
事
業
が
進
ん
だ

こ
と
に
よ
り
震
災
復
興
に
充
て

る
基
金
が
減
少
し
た
た
め
、
直

近
５
年
間
の
推
移
は
減
少
傾
向

で
す
。

地
方
債
残
高
の
推
移

　
令
和
５
年
度
の
地
方
債
残
高

は
、
前
年
度
か
ら
約
５・
３
億

円
減
少
し
、
約
２
３
４・
８
億

円
と
な
り
ま
し
た
。

　
主
に
、
河
川
改
修
・
お
お
ふ

な
と
防
災
公
園
整
備
事
業
や
、

市
民
文
化
会
館
舞
台
照
明
・
空

調
設
備
更
新
事
業
な
ど
に
対
し

市
債
を
新
規
発
行
し
ま
し
た
。

　
適
正
な
財
政
規
模
を
見
据
え

た
起
債
の
発
行
に
留
意
し
て
い

る
こ
と
か
ら
、
直
近
５
年
間
の

残
高
は
ほ
ぼ
横
ば
い
で
推
移
し

て
い
ま
す
。

市
の
財
政
は
健
全
？ 

～
健
全
化
判
断
比
率
～

今
後
の
課
題

▪
安
定
し
た
収
入
増
に
取
り
組
み
ま
す

　
歳
入
は
、
国
、
県
の
交
付
金

や
市
債
な
ど
の
依
存
財
源
に

頼
っ
て
い
る
の
が
現
状
で
す
。

安
定
的
な
収
入
と
な
る
自
主
財

源
の
確
保
に
向
け
て
、
市
税
な

ど
の
徴
収
率
の
向
上
、
受
益
者

負
担
の
適
正
化
な
ど
を
図
っ
て

い
く
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
ま
た
、ふ
る
さ
と
寄
附
金
や
、

被
災
跡
地
の
利
活
用
に
よ
る
増

収
に
努
め
ま
す
。

▪
施
策
の
選
択
と
集
中
、
事
業
の

　
廃
止・
縮
小
に
取
り
組
み
ま
す

　
「
静
か
な
る
有
事
」
と
も
表

さ
れ
る
人
口
減
少
は
確
実
に
進

行
し
て
お
り
、
自
主
財
源
の
確

保
が
厳
し
さ
を
増
し
て
い
ま
す
。

　

市
の
将
来
を
見
通
し
な
が

ら
、
限
ら
れ
た
行
政
経
営
資
源

（
ヒ
ト
、
モ
ノ
、
カ
ネ
）
を
効

果
的
に
活
用
す
る
こ
と
は
も
と

よ
り
、
事
業
の
棚
卸
し
を
行
い
、

施
策
の
選
択
と
集
中
、
事
業
の

廃
止
・
縮
小
に
取
り
組
み
、
人

口
減
少
下
で
の
持
続
可
能
な
ま

ち
づ
く
り
を
進
め
て
い
き
ま
す
。

　
下
表
の
と
お
り
、
実
質
公
債

費
比
率
、
将
来
負
担
比
率
の
い

ず
れ
も
早
期
健
全
化
基
準
を
下

回
っ
て
い
る
こ
と
か
ら
、
現
時

点
で
は
将
来
の
財
政
運
営
に
支

障
を
き
た
す
状
態
で
は
な
い
と

判
断
さ
れ
ま
す
。

　
し
か
し
、
社
会
保
障
関
係
費

や
公
共
施
設
の
維
持
管
理
費
が

さ
ら
に
増
加
す
る
こ
と
が
見
込

ま
れ
る
た
め
、
事
業
の
見
直
し

な
ど
の
検
証
を
進
め
る
こ
と

で
、
将
来
に
わ
た
り
持
続
可
能

な
財
政
運
営
を
心
掛
け
て
い
き

ま
す
。

▪
健
全
化
判
断
比
率
と
は

　
財
政
の
健
全
性
を
示
し
て
お

り
、
下
表
の
四
つ
の
指
標
の
う

ち
、
一
つ
で
も
「
早
期
健
全
化

基
準
」
以
上
の
場
合
は
、
議
会

の
議
決
を
経
て
、
財
政
健
全
化

に
向
け
た
計
画
を
実
行
す
る
こ

と
に
な
り
ま
す
。

　
さ
ら
に
状
況
が
悪
化
し
「
将

来
負
担
比
率
」
を
除
く
三
つ
の

う
ち
、
い
ず
れ
か
が
「
財
政
再

生
基
準
」
以
上
に
な
っ
た
場
合

は
、
国
お
よ
び
県
の
強
力
な
関

与
の
下
で
、
確
実
な
財
政
の
再

生
を
目
指
す
こ
と
に
な
り
ま

す
。

損益計算書（５年４月１日～６年３月31日）
費用（支出） 収益（収入）

減価償却費 3億8,641万円 水道料金 6億7,546万円人件費 9,403万円
委託料 6,350万円 長期前受金戻入 6,257万円支払利息 5,742万円
動力・薬品費 4,783万円 下 水 道 使 用 料 徴

収委託料 1,711万円修繕費(※) 3,841万円
資産減耗費 2,805万円 その他の収入 1,874万円その他の支出 2,176万円
小計 7億3,741万円 小計 7億7,388万円
当年度純利益 3,647万円 当年度純損失 ―　

※修繕費には路面復旧費を含みます。

損益計算書（５年４月１日～６年３月31日）
費用（支出） 収益（収入）

減価償却費 1億7,811万円 他会計補助金 1億3,657万円委託料 5,429万円
人件費 4,548万円 水道料金 9,584万円支払利息 1,575万円
動力・薬品費 1,520万円 長期前受金戻入 6,445万円資産減耗費 1,438万円
修繕費 1,328万円 雑収益 105万円
その他の支出 1,641万円 その他の収入 83万円
小計 3億5,290万円 小計 2億9,874万円
当年度純利益 ―　当年度純損失 5,416万円

損益計算書（５年４月１日～６年３月31日）
費用（支出） 収益（収入）

減価償却費 7億1,578万円 長期前受金戻入 3億9,357万円委託料 1億8,063万円
支払利息 1億   711万円 他会計補助金 3億7,776万円特別損失 4,464万円
人件費 4,483万円 下水道使用料 2億1,525万円修繕費 63万円
その他の支出 1,041万円 特別利益 4,168万円

その他の収入 251万円
小計 11億　403万円 小計 10億3,077万円
当年度純利益 ― 当年度純損失 7,326万円　

貸借対照表（６年３月31日現在）
借　　方 貸　　方

土地、建物、構築物、
機械および装置など固定資産

112億6,452万円

固定負債 55億3,292万円

未払金など流動負債 5億9,888万円
繰延収益 20億8,943万円
資本金 28億5,056万円
資本剰余金 3億　  96万円

現金預金、未収金など
流動資産

15億8,833万円

減債積立金 6億7,363万円
建設改良積立金 6億6,500万円
利益積立金 1億   500万円
当年度未処分利益剰余金 3,647万円

合計 128億5,285万円 合計 128億5,285万円

貸借対照表（６年３月31日現在）
借　　方 貸　　方

土地、建物、構築物、
機械および装置など固定資産

31億702万円

固定負債 16億8,967万円

未払金など流動負債 1億4,901万円

繰延収益 9億9,047万円

現金預金、未収金など
流動資産

1億3,269万円

資本金 6億2,137万円
資本剰余金 16万円

欠損金 △2億1,097万円

合計 32億3,971万円 合計 32億3,971万円

貸借対照表（６年３月31日現在）
借　　方 貸　　方

土地、建物、構築物、
機械および装置など固定資産

227億   861万円

固定負債 108億      84万円

未払金など流動負債 8億7,969万円

繰延収益 110億1,442万円

現金預金、未収金など
流動資産

6億9,686万円

資本金 12億2,051万円
資本剰余金 2億9,776万円

欠損金 △8億  775万円

合計 234億   547万円 合計 234億　547万円

水道	 問い合わせ先＝（☎内線207）

3,647万円の黒字
（未給水地域解消のための配水管布設工事を実施）

簡易水道	 問い合わせ先＝（☎内線172）

5,416万円の赤字
（綾里田浜、越喜来浪板、吉浜本郷地区の配水管等布設替工事を実施）

下水道	 問い合わせ先＝（☎内線201）

7,326万円の赤字
（大船渡町、猪川町、立根町および赤崎町に管路を整備）

　水道事業経営戦略に掲げた基本方針に基づき、未給水地域解消のため
の配水管布設工事や、老朽管を耐震管に更新する工事などを実施し、安
全で安心な水道水を安定的に供給するよう努めました。
　令和６年４月１日の簡易水道事業との統合により経営環境が大きく変
化することから、新たな経営戦略を同年３月に策定しました。

　簡易水道事業経営戦略に基づき、重要度に応じた設備更新工事や配水
管布設替工事などを実施し、安定した給水確保に努めました。簡易水道
事業は、地理的な要因で給水効率が悪く、水道料金のみでの経営が困難
なことから、持続的な事業運営と経営基盤の強化を図るため、令和６年
４月１日に水道事業と統合しました。

　公共用水域の水質保全を図るため、事業計画区域内の管路整備に取り
組むとともに、官民連携による包括的民間委託を実施し、大船渡浄化セ
ンターの運転コストの削減を図りました。令和４年度に新たに策定した
経営戦略に基づき、令和６年４月から下水道使用料を改定し、経営基盤
の強化を図りました。

 公営企業会計決算

健全化判断比率　　　　　　　　（単位％）

指　　標 指標の意味 大船渡市の
数値

早期健全化基準
（黄色信号）

財政再生基準
（赤信号）

実 質 赤 字 比 率 普通会計における財政運営の深刻度 −（※１） 13.14 20.00

連結実質赤字比率 地方公共団体全体としての財政運営の深刻度 −（※２） 18.14 30.00

実 質 公 債 費 比 率 地方公共団体の資金繰りの程度 12.7 25.0 35.0

将 来 負 担 比 率 地方公共団体の将来の財政を圧迫する程度 102.0 350.0
（※１）本市の普通会計で実質赤字額は生じていない。（※２）本市の一般会計、特別会計等で全体実質赤字額は生じていない。
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